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（要旨）
　2024 年 12 月に改訂が承認された国際監査基準（ISA）570「継続企業」は，ゴーイング・
コンサーンに関する監査報告の透明性強化を趣旨として，継続企業の前提に基づく会計処理は
適切であり重大な不確実性は存在しない場合や，継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況が識別されたものの重要な不確実性は認められないと結論付けるような状況

（危機一髪の状況）においても，それらについて監査報告書で情報提供を行うことを改訂点と
している。しかし，この改訂には，継続企業の前提に関する開示責任は経営者よりも監査人の
方が大きいという認識が生じるおそれ，新たな期待ギャップとなるおそれ，ボイラープレート
化の問題などがある。そこで，この改訂内容を我が国に導入する場合には，まず，経営者に継
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Ⅰ　序

　2015 年に改訂された現行の国際監査基準
570 号「継続企業」（以下，ISA570）は，（1）
継続企業の前提に関する経営者及び監査人そ
れぞれの責任について記載する，（2）継続企
業の前提に重要な不確実性が認められ注記が
適切になされている場合において，「継続企
業に関する不確実性」という見出しを付した
区分を設定するという，ゴーイング・コン
サーン（Going Concern：GC）に関する監査
報告書の透明性確保を主要改訂点としてい
た。これを受けて我が国においても平成 30

（2018）年に監査基準が改訂され，平成 31
（2019）年に監査基準報告書 570「継続企業」
（以下，監基報 570）が改訂されて ISA570
が要求するような GC 監査に関する監査報告
書の透明性が確保された。
　その後，近年において感染症や戦争の拡大
が企業経営に関するリスクを高めていること
も一因となって企業の継続性に関する関心が
高まっており，GC に関する監査報告の透明
性の一層の強化が求められている。また，こ
れを受けて公益監視委員会（Public Interest 
Oversight Board：PIOB）からも GC に関す
る監査基準の拡充・明確化が推奨されてきた
こともあり，国際監査・保証基準審議会

（IAASB）では 2022 年 3 月のボード会議に
おいて ISA570 改訂プロジェクト開始が正式
に決定された。
　本プロジェクトは，（1）一貫した監査業務
と行動を促進し，特定された継続企業に関連

する重大な虚偽表示リスクへの効果的な対応
を促進する，（2）監査全体を通じて，職業的
専門家としての懐疑心を適切に行使すること
の重要性を強化することを含め，継続企業に
関する経営者の評価に対する監査人の評価を
強化する，（3）必要に応じて，コミュニケー
ションや報告要件の強化を含め，継続企業に
関連する監査人の責任や業務に関する透明性
を高めることを目的として進められ，2023
年 4 月に ISA570 改訂公開草案（以下，公開
草案）が公表され，同年 8 月を期限としてコ
メントが求められた。公開草案における主な
改訂点は，監査人によるリスク評価手続の具
体化・詳細化，経営者の評価・対応策の検討
手続に関する規定の充実化，監査人の責任や
継続企業に関連する作業に関する透明性強化
を内容としている。
　この公開草案公表後，2024 年 6 月，9 月
及び 12 月の IAASB 四半期委員会において
パブリックコメントのフィードバックを受け
て修正が行われ，2024 年 12 月 12 日に最終
版である ISA570「継続企業」（以下，改訂
ISA570）が承認された。この改訂ISA570は，
2025 年 4 月の PIOB による認証後に公開さ
れており，2026 年 12 月 15 日以後に開始す
る期間の財務諸表監査に適用されることと
なっている 1）。
　本稿では，改訂 ISA570 のうち GC 監査報
告透明性強化，すなわちコミュニケーション
や報告要件の強化を含め，監査人の責任や継
続企業に関連する作業に関する透明性を高め
ることを狙いとした改訂案について，その内
容，主要各団体の反応，我が国 GC 監査に与

続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であると結論付けた旨，危機一髪の状況が
存在する旨を開示させる会計基準の整備が必要である。次に，新たな期待ギャップとなるリス
クやボイラープレート化のリスクを軽減するために記載内容や区分の名称について ISA570 と
同水準の透明性を確保しつつ調整することが望ましい。さらに，ISA570 改訂の影響として監
査報告書が長文化するが，これによる利用者のメリットやデメリットを検証する必要がある。
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える影響と問題点について，公開草案とそれ
に対するコメント，当該コメントが如何に改
訂 ISA570 に反映されているかも含めて検討
することによって明らかにする。
　公開草案に対しては，会計士団体，会計事
務所，国家機関，個人など 78 箇所からのコ
メントが寄せられた。IAASB では，これら
のコメントを，①監視グループ，②規制当局
と監査監督機関，③管轄区域及び国の監査基
準設定主体，④会計事務所，⑤公的機関，⑥
メンバー団体及びその他の専門機関，⑦学
者，⑧個人その他というステークホルダー別
の 8 分類により集計し分析しているが，本稿
ではこの分類に加えて，国別の分類，すなわ
ち①日本，②米国，③英国，④フランス，⑤
ドイツ，⑥オーストラリア，⑦ニュージーラ
ンド，⑧中国（香港）における団体又は個人
からのコメントを個別的かつ詳細な検討の対
象としている 2）。国ごとのコメントを分析す
ることによって，それぞれの国における会
計・監査制度を背景とした公開草案の問題点
についても明らかになることが期待できるか
らである。

Ⅱ　�GC監査報告透明性強化に関する改訂と
関係諸団体等の反応

　継続企業の前提に対する監査人の責任及び
作業の透明性を強化することを趣旨 3）として
以下の改訂案が示された。

1．�継続企業の前提に基づく会計処理は適
切であり，重要な不確実性は存在しな
い場合における監査報告

　監査人が継続企業の前提に基づく会計処理
が適切であり，重要な不確実性は存在しない
と結論付けた場合，監査人は監査報告書に

「継続企業」（Going Concern）という見出し
の付いた別のセクションを含め，次の事項を
記載しなければならない（改訂 ISA570 第

34 項（a））。
（1） 監査人は，財務諸表全体の監査との関連

において，また，財務諸表に対する監査人
の意見形成において，財務諸表の作成にお
ける経営者の継続企業の前提に関する会計
処理の適用が適切であると判断したこと

（2） 監査人は，入手した監査証拠に基づき，
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関する重要な不確実
性を識別していないこと

（3） 監査人の結論は，監査報告書の日付まで
に入手した監査証拠に基づくものであり，
企業が継続企業として継続する能力を保証
するものではないこと

　また，上記（1）については，関連する会計
方針や財務諸表の注記への参照を提供するな
ど要求事項を補足する追加情報を監査報告書
に記載することもできる（改訂 ISA570A80
項）。
　この開示が行われるケースは，後述するよ
うに上場企業については，継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
が識別されなかった場合に限定される。
　これに対して，非上場企業については，継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況が識別されなかった場合だけ
でなく，危機一髪（Close Call）の状況，す
なわち継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況が識別されされたも
のの，これらの事象又は状況に対処するため
の経営者の計画を検討した結果，経営者及び
監査人が重要な不確実性は認められないと結
論付けている場合も含まれる。
　以上の規定に基づいて，上場企業以外の企
業について継続企業の前提に関する重要な不
確実性が存在しない場合において，監査人が
無限定適正意見と判断している場合における
文例が以下のように示されている。
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【改訂 ISA570 付録文例 1（一部）】

継続企業

継続企業に関する重要な不確実性はない。

意見表明の基礎となる財務諸表全体の監査
において，監査人は，財務諸表の作成にお
いて経営者が継続企業を前提として財務諸
表を作成することは適切であると判断して
いる。入手した監査証拠に基づき，監査人
は，継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況に関する重要な不
確実性を認識していない。

監査人の結論は，監査報告書の日付までに
入手した監査証拠に基づくものであり，監
査人が継続企業として存続できることを保
証するものではない。

　上記ケースに相当する公開草案においては，
監査報告書に「継続企業」（Going Concern）
という見出しの独立したセクションを設ける
点については同様であるが，以下を記載しな
ければならない旨が規定されていた（公開草
案 33 項（a））。

（1） 監査人が，財務諸表の作成において経営
者が継続企業を前提として会計処理を行っ
たことは適切であると結論付けたこと

（2） 入手した監査証拠に基づき，継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関する重要な不確実性を識別し
ていないこと

　また，この規定に基づいて，上場企業以外
の企業について継続企業の前提に関する重要
な不確実性が存在しない場合において，監査
人が無限定適正意見と判断している場合にお
ける文例が以下のように示されていた。

【公開草案付録文例 1（一部）】

継続企業

監査人は，経営者が継続企業を前提として
財務諸表を作成することが適切であると判
断している。入手した監査証拠に基づき，
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関する重要な不確実
性は識別していない。

　このような監査報告書における開示につい
ては，2022 年 6 月 IAASB ボード会議にお
いて一部のボードメンバーから，多くの監査
報告書において同様の記載がなされることか
らボイラープレート化するおそれがあること
や，経営者が財務諸表において当該記載を
行っていない場合には監査報告における記載
が財務諸表の記載を超えることになり二重責
任の観点から問題である点が指摘された 4）。
　そして，改訂 ISA570 第 34 項（a）（1）にお
いては，公開草案 33 項（a）（1）に「意見表明
の基礎となる財務諸表全体の監査において」
という記載が追加され，（3）として監査人の
責任範囲及び GC 監査報告が企業の継続能力
を保証するものではないことが新たに記載さ
れるような変更がなされている。こうした変
更は，公開草案における以下の質問に対する
回答などが反映されたと考えられる（公開草
案・説明文書 Section3 個別の質問 13）。

【個別の質問 13】

13．この質問はあらゆる企業の財務諸表
の監査における監査報告書への影響，すな
わち，監査報告書の独立した区分で，「継
続企業」又は「継続企業の前提に関する重
要な不確実性」という見出しを付け，経営
者が継続企業の前提を用いる根拠の適切
性，及び重要な不確実性が識別されたかど
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うかに関する監査人の結論についての明示
的な伝達に関連する。
　継続企業に関する監査人の責任及び業務
の透明性を高めやすくする要求事項及び適
用指針を支持するか。また，それらは監査
済財務諸表の想定利用者に有益な情報を提
供するか。本提案は，監査報告書の首尾一
貫性と比較可能性を全体的に高めるか。

　この質問について，監視グループのみの過
半数が賛成を示し，管轄区域及び国の監査基
準設定主体，会計事務所，公的機関の過半数
が反対を示した 5）。主な反対の理由として，
以下の 3 つにおいて懸念されることが示され
た。
　第一に，期待ギャップの拡大という意図せ
ざる結果を招くおそれがある点が懸念され
た。すなわち，「継続企業」という見出しの
後に継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関する重要な不確実
性は識別していないという内容の記載がなさ
れるとこによって，これがある種の安全宣言
と誤解され，当該記載がなされた企業が経営
破綻に陥った場合に監査に対する期待ギャッ
プとなり訴訟リスクを高めるおそれがあるか
らである。
　第二に，継続企業の前提に関する責任は経
営者よりも監査人の方が大きいという認識が
生じるおそれである点が懸念された。すなわ
ち，経営者の側に財務諸表において継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関する重要な不確実性は識別して
いない旨の開示責任がないまま，監査人の側
に監査報告書において当該事項の記載を義務
づけることは，監査人が実質的に企業の継続
能力を判定，又は企業の継続性を保証するこ
とになりかねないからである。そして，この
ことは経営者の責任と監査人の責任の間に不
整合が生じ，財務諸表の作成責任は経営者が
負担し，監査人は財務諸表に対する監査責任

を負担するという二重責任の原則にも抵触す
る。
　第三に，定型的な開示，いわゆるボイラー
プレート化となる点が懸念された。ここで懸
念される問題は，次の 2 つである。1 つめは，
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関する重要な不確実性が
認められなくても監査報告書に常に「継続企
業」という見出しの独立したセクションが設
けられることによって，利用者が同セクショ
ン自体に注意を払わなくなり，やがては「継
続企業の前提に関する重要な不確実性」とい
う見出しにも注意を払わなくなるおそれがあ
る問題である。そして，2つめは，「継続企業」
のセクション内の記載内容が長文化すること
によって，利用者がその記載内容について注
意を払わなくなるおそれがなり，やがては

「継続企業の前提に関する重要な不確実性」
の記載内容についても注意を払わなくなるお
それがある問題である。
　そして，「継続企業」セクションにおける
記載は企業の将来の存続可能性に関する保証
を意味するものではないこと，監査における
個別的な事項に関する意見を表明するもので
はないことを明確にすることが推奨された。
　また，国（又は地域別）では，日本，英国
から支持が表明されている。英国において支
持される理由が，英国監査基準 ISA（UK）
の 2019 年改訂で導入された継続企業に関す
る要求事項とほぼ一致しているということが
特徴的である 6）。フランス，ドイツにおいて
は，一部又は条件付きの支持が表明され，い
ずれからも二重責任の原則に基づいて企業側
と監査人側の開示要件を一致させることが必
要と指摘されている 7）。米国及びオーストラ
リアの多く，そしてニュージーランドにおい
て不支持が表明されている。不支持である理
由の多くが，前述した 3 つの懸念事項と同様
であるが，オーストラリアにおいては，
AUASB によって財務諸表全体に対する監査
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意見とは別個の特定事項の監査意見と誤解さ
れるおそれがあることが，「監査意見」，「監
査意見の根拠」のセクションの次に記載され
ることとの位置関係においても問題であるこ
とが指摘された 8）。また，カリフォルニア公
認会計士協会からは，GC 監査に関する監査
人の責任と作業の透明性を高めること自体が
潜在的訴訟リスクの増大を招く恐れがある点
が指摘された 9）。さらに，オーストラリア及
びニュージーランドにおいては，アカデミア
からもコメントがなされている点が特徴的で
ある。オーストラリア・ニュージーランド会
計財務協会（AFAANZ）10）は，オーストラリ
ア及びニュージーランド会計学者らによる団
体であり，社会に利益をもたらす会計とファ
イナンスに関する質の高い研究，教育，関与
をサポート，促進，育成することを目的に設
立されたものである。同団体は，支持を表明
しながらも，GC 監査報告の情報としてのメ
リットが従来から考えられていたよりも小さ
い可能性があることを示唆している Myers 
et al.（2018）の研究を示しながら，研究文
献が GC 監査による情報の有用性について明
確に答えていないことから，監査報告の情報
内容に関する有用性については財務報告全体
の相互関係から慎重に解釈する必要があるこ
とを指摘している 11）。

2．�継続企業の前提に基づく会計処理は適
切であり，重要な不確実性は存在しな
いが危機一髪の状況である場合におけ
る監査報告

　上場企業の財務諸表の監査において，危機
一髪の状況，すなわち継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況が識
別されたもののこれに関連する重要な不確実
性が存在しないと経営者が結論付けるにあた
り，重要な判断を行う場合には，監査人は「継
続企業」のセクションに次の事項を記載しな
ければならない（改訂 ISA570 第 34 項（b））。

（1） 財務諸表の関連する開示への参照を含め
る。

（2） 継続企業の前提に関する経営者の評価を
監査人がどのように評価したかを記載する。

　ここで，（1）の関連する開示とは，財務報
告の枠組みの中には，以下のような開示に対
応しているものがあり，監査人は財務諸表が
適切に開示しているかどうかを判断すること
が求められている（改訂 ISA570A74 項）。
①　主要な事象又は状況
②　企業の債務を履行する能力に関する，そ

れらの事象又は状況の重要性に関する経営
者の評価

③　これらの事象又は状況の影響を緩和する
ための経営者の計画

④　将来について経営者が行う仮定及びその
他の見積りの不確実性の要因

⑤　継続企業の前提に関する経営者の重要な
判断

　また，監査人は，例えば，大幅な営業損失，
利用可能な借入枠及び借換えの可能性，借入
契約の不履行，関連する緩和要因などの識別
された事象や状況の側面，又は経営者の判断
の開示の側面など上記（1）及び（2）で要求さ
れる情報を補足する財務諸表に開示されてい
る事象や状況に注意を喚起することができる

（改訂 ISA570A83 項）。
　さらに，財務諸表が適正表示の枠組みに
従って作成されている場合には，経営者が重
要な不確実性がないと結論付けるにあたって
重要な判断を行い，これらの状況について特
に開示が要求されていない場合であっても，
監査人は，財務諸表の全体的な表示，構造及
び内容，並びに関連する注記を含む財務諸表
が，基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかについて検討することにな
るから，事実と状況によっては公正な表示を
達成するために追加の開示が必要であると判
断することがある（改訂 ISA570A75 項）。
　次に，（2）の監査人の評価とは，以下の要
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素の 1 つ以上を記載する可能性があるが，監
査報告書にどの程度詳細に記載するかは，重
要な不確実性が存在しないと結論付けるため
の経営者の評価を監査人が評価するために実
施した監査手続の内容及び程度，経営者の評
価に含まれる主観性，複雑性及び見積りの不
確実性の程度を考慮して判断することになる

（改訂 ISA570A84 項，同 A85 項）。
①　実施した手続の概要
②　監査手続の結果の表示
③　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況に最も関連する監査
人の対応又はアプローチの側面（経営者の
将来の行動計画の評価を含む）

④　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関する主な見解

　なお，監査人は，例えば，監査報告書の日
付時点で入手可能な財務諸表又はその他の記
載内容に含まれていない情報，財務情報の速
報値や投資家向け説明会のような，経営者又
はガバナンスに責任を有する者が口頭又は書
面による情報以外の情報であるような企業に
関する未公表の情報を不適切に提供すること
を避け，簡潔かつ理解可能な様式で有用な情
報を提供する必要がある（改訂 ISA570A87
項）。ここで，監査人は，利用者の理解を深
めるために，継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況の側面を説明
する追加的な情報を含める必要があると判断
した場合，監査報告書に当初の情報を記載す
るのではなく，経営者又は監査役等に対して
追加的な情報の開示を促すことができる（改
訂 ISA570A88 項）。
　上記のような危機一髪の状況における監査
手続については，2015 年の改訂において新
設され，以下に示す現行 ISA570 第 20 項に
おいて，財務報告の枠組みの要求事項が存在
する場合にのみ関連する開示についての評価
が必要となった。

【現行 ISA570 第 20 項】

　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況が識別されたが，入
手した監査証拠に基づき，監査人が継続企
業の前提に重要な疑義は存在しないと結論
付けた場合，監査人は以下の点を考慮して
次のことを評価するものとする。
　監査人は，適用される財務報告の枠組み
の要求事項に照らして，財務諸表がこれら
の事象又は状況に関する適切な開示を提供
しているかどうかを評価しなければならな
い。

　これに対して，改訂 ISA570 では，危機一
髪の状況について財務報告の枠組みが注記開
示を要求しているか否かに関わらず，監査人
が，継続企業の前提に関する経営者の評価を
どのように検討したかについて説明すること
を上場企業の監査報告において義務づける点
で特徴がある。
　以上の規定に基づいて，継続企業の前提に
関する重要な不確実性が存在しない場合にお
いて，上場企業において継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象または状況
に関して監査人が無限定適正意見と判断して
いる場合における文例が以下のように示され
ている。

【改訂 ISA570 付録文例 2（一部）】

継続企業

継続企業に関する重要な不確実性はない。

監査人は，意見表明の基礎となる財務諸表
全体の監査において，経営者が継続企業を
前提として財務諸表を作成したことは適切
であると判断している。
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監査人は，財務諸表の注記 X に注目して
おり，当該注記においては，当社が直面し
ている不確実性，継続企業としての企業の
存続能力を評価する際に経営陣が行った重
要な判断，および当社の事業活動への影響
に対処するために展開されたさまざまな緩
和措置について説明している。

［監査人が，継続企業の前提に関する経営
者の評価を ISA570（2024 年改訂）に従っ
てどのように評価したかの記述］。

入手した監査証拠に基づき，当社が継続企
業として存続する能力に重大な疑義を生じ
させる可能性のある事象または状況に関連
する重要な不確実性を識別していない。

監査人の結論は，監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づくものであり，当社の
継続企業としての存続を保証するものでは
ない。継続企業に関する監査人の責任およ
び経営者の責任は，本報告書の該当箇所に
記載されている。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要事項とは，当期の財務諸表監
査において，監査人による専門的判断にお
いて最も重要であった事項である。これら
の事項は，監査人の財務諸表全体の監査の
文脈で，またそれに対する監査意見の形成
において取り上げられたものであり，監査
人はこれらの事項について個別の意見を表
明するものではない。「継続企業」のセク
ションで言及されている継続企業としての
企業の存続能力に重大な疑義を生じさせる
可能性のある事象または状況に関連する重
要な不確実性は存在しないという経営陣の
重要な判断に加え，監査人は，以下に説明

する事項を当監査報告書で伝達すべき監査
上の主要な検討事項と決定した。

［ISA 701 に準拠した各監査上の主要な検
討事項の説明。］

　以上の上場企業の危機一髪の状況における
監査報告書への記載に関する要求事項につい
て公開草案からの変更はなされてない（公開
草案 33 項（b）参照）。また，監査報告書への
記載事項である財務諸表の関連する開示の内
容についても公開草案から変更はなされてい
ない（公開草案 A61 項，A63 項，同 A72 項
参照）。そして，監査報告書への記載事項で
ある監査人による評価についても公開草案か
らの変更は見られない（公開草案 A73 項，
同 A74 項，同 A76 項，同 A77 項参照）。
　これに対して，継続企業の前提に関する重
要な不確実性が存在しない場合において，上
場企業において継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象または状況に関して
監査人が無限定適正意見と判断している場合
における公開草案の文例は，以下の通り改訂
ISA570 が示す内容とは異なっていた。

【公開草案付録文例 2（一部）】

継続企業

監査人は，経営者が継続企業を前提として
財務諸表を作成することが適切であると判
断している。入手した監査証拠に基づき，
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関する重要な不確実
性は識別していない。

財務諸表の注記 X への注意を喚起する。
注記 X では，会社が直面する政治的及び
経済的な不確実性並びに会社の事業活動へ
の影響に対処するために講じる緩和措置の
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範囲について説明している。

［継続企業の前提に関する経営者の評価を
監査人がどのように評価したかについての
記載］

　改訂 ISA570 には，「継続企業」セクショ
ン内において，継続企業に関する重要な不確
実性はないというパターン化された短文の
メッセージが追加されている他，監査人が継
続企業としての存続を保証するものではない
こと，継続企業に関する監査人の責任および
経営者の責任についての記載が追加されてい
る。また，改訂 ISA570 には「監査上の主要
な検討事項」（以下，KAM）において，継続
企業としての企業の存続能力に重大な疑義を
生じさせる可能性のある事象または状況に関
連する重要な不確実性は存在しないという経
営陣の重要な判断についての「継続企業」セ
クションで言及されている内容を重ねて記載
することも併せて追加されている。
　これらの変更点は，公開草案についての以
下の質問に対する回答の内容が反映されたも
の と 考 え ら れ る（ 公 開 草 案・ 説 明 文 書
Section3 個別の質問 14）。

【個別の質問 14】

14．この質問は上場企業の財務諸表監査
における監査報告書への追加的な影響，す
なわち，（重要な不確実性が認められない
場合と重要な不確実性が認められる場合の
両方で）継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような事象又は状況が識別された
場合に監査人が経営者の継続企業評価をど
のように行ったかを説明する記述にも関連
する。
　継続企業に関する監査人の責任及び業務
の透明性を大きく高める要求事項及び適用
指針を支持するか。この適用を，上場企業

以外の企業の財務諸表監査にも拡大すべき
か。

　この質問について，監視グループのみの過
半数が賛成を示し，公的機関の過半数が反対
を示したが，主な反対の理由として，以下の
4 つについて懸念されることが示された 12）。
　第一に，危機一髪の状況は現行 ISA570 に
おいても KAM で監査人が説明することが可
能であり，これが既に利用者にとっても十分
に理解されている方法だからである。
　第二に，危機一髪の状況として特定された
事象又は状況は十分に明確とは言えず，重要
な不確実性がないと結論づけるための広範囲
の状況を説明することが，かえって利用者を
混乱させるおそれがあるからである。
　第三に，危機一髪の状況に関する透明性
は，主に財務諸表で提供される継続企業に関
する経営者側の開示によって推進されるべき
であり，適用される財務報告の枠組みで明示
的に要求されるような開示がない場合には，
監査人が監査報告書で独自の情報を提供する
リスクがあるからである。また，これは期待
ギャップのさらなる拡大など，意図しない結
果をもたらすおそれがある。
　第四に，監査人と経営者のコミュニケー
ションが誤解されたり見落とされたりするリ
スクがあり，また，監査人の取り組みに関す
る広範囲に開示は，ボイラープレート化や監
査報告書が過度に長くなって利用者を混乱さ
せるおそれがあるからである。
　また，国（又は地域別）13）では，日本 14），
フランス，ドイツ，中国（香港）のほとんど
から支持，米国のほとんどから不支持，英国，
オーストラリア，ニュージーランドにおいて
は賛否両論が見られた。不支持の理由は，前
述した 4 つの懸念事項の他，米国の Cohn 
Reznick LLP からは監査契約に時間がかか
るばかりでそれに見合う利益がないという監
査コスト増大が指摘された 15）。

+濱本明様.indd   25+濱本明様.indd   25 2025/06/18   17:23:462025/06/18   17:23:46



ゴーイング・コンサーン監査報告透明性強化の動向

― 26 ―『商学集志』第 95 巻第 1号（’25.6）

　さらに，この危機一髪の状況における監査
報告に関する上場企業以外への適用の拡大に
ついては，ほとんどにおいて不支持が表明さ
れたが，英国財務報告評議会（FRC），フラ
ンスの CNCC&CNOEC 及び我が国の吉井か
ら PIE にも適用範囲を拡大することが提案
され 16），オーストラリアおよびニューオー
ストラリア会計財務協会（AFAANZ）から
はすべての企業に適用すべきことが提案され
た 17）。
　オーストラリアからは，会計学者である
Robyn Moroney によって，CPA オーストラ
リアからの委託による共同研究論文の成果に
基づいたコメントが行われている。同研究で
は，監査報告書について現行 ISA570 による
従来の形式と公開草案付録文例 2 による新形
式とを比較した実験によって新形式の方が公
正な警告を受けたと投資家が報告したことが
明らかにされており，その結果，公開草案に
よる新形式については一定の評価ができるも
のの，「継続企業」という見出しの下にある
危機一髪の状況を投資家が読み進めないリス
クが潜んでいることが指摘されている 18）。

3．�継続企業の前提に基づく会計処理は適
切であり，重要な不確実性が認められ
る場合における監査報告

　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関する重要な不確実性
について財務諸表に適切な開示がなされてい
る場合，監査人は無限定意見を表明し，監査
報告書に「継続企業の前提に関する重要な不
確実性」（Material Uncertainty Related to 
Going Concern）という見出しを付したセク
ションを設け，以下を記載しなければならな
い（改訂 ISA570 第 35 項）。

（1） 財務諸表における関連する開示への参照
を含める。

（2） 上場企業の財務諸表の監査では，継続企
業の前提に関する経営者の評価を監査人が

どのように評価したかを記載する。
（3） 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況に関する重要な不確
実性が存在することを記載する。

（4） 以下の事項を記載する。
①　監査人の意見は当該事項に関して変更さ

れない。
②　監査人は，財務諸表全体の監査との関連

において，また，財務諸表に対する監査人
の意見を形成する上で，財務諸表の作成に
おける経営者による継続企業の前提に関す
る会計処理の適用が適切であると結論づけ
た。

③　監査人の結論は，監査報告書の日付まで
に入手した監査証拠に基づくものであり，
企業が継続企業として存続できることを保
証するものではない。

　以上の規定に基づいて，継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関する重要な不確実性について財務諸表に
適切な開示がなされている場合における文例
が以下のように示されている。

【改訂 ISA570 付録文例 3（一部）】

継続企業に関する重大な不確実性

財務諸表の注記 X によれば，20X1 年 12
月 31 日に終了した事業年度において，当
社は ZZZ の純損失を計上し，同日現在，
当社の流動負債が総資産を YYY だけ上
回っている。注記 X に記載されていると
おり，これらの事象または状況は，注記 X
に記載されているその他の事項とともに，
当社が継続企業として存続する能力に重大
な疑義を生じさせるような重要な不確実性
が存在することを示している。

この事項に関して，監査人の意見に変更は
ない。
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監査人は，財務諸表全体の監査，および財
務諸表に対する意見表明にあたり，財務諸
表作成における継続企業の前提に関する経
営者の判断は，適切であると判断している。

監査人の結論は，監査人の監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づくものであ
り，当社が継続企業として存続できること
を保証するものではない。

　また，同様のケースで上場企業について無
限定適正意見が表明される監査報告書の文例
が以下のように示されている。

【改訂 ISA570 付録文例 4（一部）】

継続企業に関する重大な不確実性

監査人は，20X1 年 12 月 31 日に終了した
事業年度において，会社が ZZZ の純損失
を計上し，同日現在，会社の流動負債が総
資産を YYY だけ上回っていることを示す
財務諸表の注記 X に注目している。

［監査人が，継続企業の前提に関する経営
者の評価を ISA570（2024 年改訂）に従っ
てどのように評価したかの記述］。

注記 X に記載されているように，これら
の事象又は状況は，注記 X に記載されて
いるその他の事項とともに，継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような重要な
不確実性が存在することを示している。

この事項に関して，監査人の意見に変更は
ない。

監査人は，財務諸表全体の監査，および財
務諸表に対する意見表明に際して，経営者

が財務諸表を作成する際に採用した継続企
業の前提に関する記述は適切であると判断
している。

監査人の結論は，監査人の監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づくものであ
り，継続企業の前提に関する保証を意味す
るものではない。

監査上の主要な検討事項

監査上の重要事項とは，当監査人の専門的
判断により，当期の財務諸表の監査におい
て最も重要であると判断した事項である。
これらの事項は，当監査人の財務諸表全体
に対する監査，およびそれに対する意見形
成の中で取り扱われたものであり，当監査
人はこれらの事項について個別の意見を表
明するものではない。継続企業の前提に関
する重要な不確実性」に記載されている事
項に加え，当監査人は，以下の事項を当監
査人の監査報告書に記載すべき監査上の重
要事項と判断した。

［SA701 に従った各監査上の重要事項の
記述］

　この「継続企業の前提に関する重要な不確
実性」セクションにおける記載事項について
は，公開草案では以下の内容が要求されてい
た（公開草案 34 項）。
ⅰ 継続企業を前提として経営者が財務諸表

を作成することが適切であると監査人が結
論付けた旨を記載する。

ⅱ 関連する財務諸表における注記事項への
参照を含める。

ⅲ これらの事象又は状況が，継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような重要な
不確実性が存在することを示していると記

+濱本明様.indd   27+濱本明様.indd   27 2025/06/18   17:23:472025/06/18   17:23:47



ゴーイング・コンサーン監査報告透明性強化の動向

― 28 ―『商学集志』第 95 巻第 1号（’25.6）

載する。
ⅳ 上場企業の財務諸表の監査に関して，継

続企業の前提に関する経営者の評価を監査
人がどのように検討したかを説明する。

ⅴ 当該事項は監査人の意見に影響を及ぼす
ものではない旨を記載する。

　公開草案では，現行 ISA570 での開示に加
えて新たに上記ⅰ，上場企業については新た
に上記ⅳの開示を要求することにより継続企
業の前提に対する監査人の責任及び作業の透
明性を強化することが図られていた。そし
て，以上の規定に基づいて，継続企業の前提
に重要な不確実性が認められ，財務諸表にお
いて注記が適切になされている場合における
無限定適正意見を含む上場企業以外の企業の
監査報告書の文例が以下のように示されてい
た。

【公開草案付録文例 3（一部）】

継続企業の前提に関する重要な不確実性

監査人は，経営者が継続企業を前提として
財務諸表を作成することが適切であると判
断している。ただし，財務諸表の注記 X
に注意を喚起する。注記 X によれば，
20X1 年 12 月 31 日に終了した会計年度に
おいて，会社は ZZZ の純損失を計上し，
同日現在，会社の流動負債は総資産を
YYY だけ上回っている。注記 X に記載さ
れているとおり，これらの事象又は状況
は，注記 X に記載されているその他の事
項とともに，会社が継続企業として存続で
きる能力に重要な疑義を生じさせるような
重要な不確実性が認められることを示して
いる。

当該事項は，監査人の意見に影響を及ぼす
ものではない。

　さらに，継続企業の前提に重要な不確実性
が認められ，財務諸表において注記が適切に
なされている場合における無限定適正意見を
含む上場企業の監査報告書の文例が以下のよ
うに示されていた。

【公開草案付録文例 4（一部）】

継続企業の前提に関する重要な不確実性

監査人は，経営者が継続企業を前提として
財務諸表を作成することが適切であると判
断している。ただし，財務諸表の注記 X
に注意を喚起する。注記 X によれば，
20X1 年 12 月 31 日に終了した会計年度に
おいて，会社は ZZZ の純損失を計上し，
同日現在，会社の流動負債は総資産を
YYY だけ上回っている。注記 X に記載さ
れているとおり，これらの事象又は状況
は，注記 X に記載されているその他の事
項とともに，会社が継続企業として存続で
きる能力に重要な疑義を生じさせるような
重要な不確実性が認められることを示して
いる。

［ISA 570（202X 年改訂）に従い，継続
企業の前提に関する経営者の評価を監査人
がどのように評価したかについての記載。］

当該事項は，監査人の意見に影響を及ぼす
ものではない。

　本ケースにおける監査報告書への記載事項
については，公開草案にはなかった監査人の
責任範囲及び GC 監査報告が企業の継続能力
を保証するものではないことの記載が改訂
ISA570 において追加されている。
　また，本ケースでは，公開草案からの記載
順序の変更が多い点が特徴である。第 1 に，
　財務諸表における関連する開示への参照を
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求める記載が，公開草案では 2 番目の記載事
項であったのが改訂 ISA570 においては 1 番
目の記載事項に変更されている。第 2 に，上
場企業の財務諸表監査における継続企業の前
提に関する経営者の評価を監査人がどのよう
に評価したかの記載について，公開草案では
4 番目の記載事項であったのが改訂 ISA570
においては 2 番目の記載事項に変更されてい
る。第 3 に，継続企業を前提として経営者が
財務諸表を作成することが適切であると監査
人が結論付けた旨の記載が，公開草案では 1
番目の記載事項であったのが改訂 ISA570 に
おいては 5 番目の記載事項に変更され，さら
に「財務諸表全体の監査との関連において，
また，財務諸表に対する監査人の意見を形成
する上で」という文言が追加されている。第
4 に，監査人の意見に影響を及ぼすものでは
ない旨の記載が公開草案では 5 番目（末尾）
の記載事項であったのが，改訂 ISA570 にお
いては 4 番目（下から 3 番目）に変更され
ている。
　さらに上場企業に関する監査報告書の文例
については，KAM において「継続企業の前
提に関する重要な不確実性」に記載されてい
る事項が追加されている。
　こうした公開草案から改訂 ISA570 への変
更は，本ケースに直接関連する質問はないも
のの他の関連する内容の質問に対するコメン
トを反映したものと考えられる。例えば本
ケースに関しては，前述した Robyn Moroney
が研究成果に基づいたコメントを行ってい
る。同研究における 2 つめの実験では，監査
報告書の「継続企業に関する重要な不確実
性」セクションについて現行 ISA570 による
従来の形式と公開草案付録文例 4 による新形
式とを比較したが，いずれの形式によっても
投資家の反応は変わらず，監査報告よりも経
営者による継続企業の前提に関する重要な不
確実性についてのコメントの内容（強い言葉
か弱い言葉か）による影響の方が認められた

ことが指摘されている 19）。また，他の質問
に対するコメントにおける指摘が本ケースに
おいても当てはまると考えられる。

Ⅲ　�改訂 ISA570 の問題点と我が国における
GC監査報告への影響

　以上，GC 監査報告透明性強化に関する改
訂 ISA570 の内容について，公開草案に対す
るコメントの内容及びコメントへの対応か
ら，ISA570 の改訂案に内在するリスクとそ
の低減策について明らかにした。日本公認会
計士協会は，公開草案のうち GC 監査報告透
明性強化に関する内容及び関連する質問につ
いて，継続企業の前提に関する危機一髪の状
況における監査報告の適用範囲を上場企業以
外にも拡大すること以外については支持を表
明していることから，改訂 ISA570 における
GC 監査報告の透明性強化に関する内容がほ
ぼそのまま監基報 570 の改訂に反映される
ものと推察される。
　以下では，ISA570 改訂における GC 監査
報告透明性強化の問題点と，これが監基報
570 の改訂にそのまま反映された場合，今後
我が国の GC 監査報告にどのような影響を与
えるかについて考察する。

1．二重責任の問題
　まず，第 1 に継続企業を前提として財務諸
表を作成することが適切であると結論づけた
場合で重要な不確実性は存在せず，危機一髪
の状況でもない場合における監査報告におい
て，経営者の側に財務諸表において継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関する重要な不確実性は識別して
いない旨の開示責任がないまま，監査人の側
に監査報告書において当該事項の記載を義務
づけることは，継続企業の前提に関する開示
責任は経営者よりも監査人の方が大きいとい
う認識が生じるおそれがあるなど二重責任の
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原則に抵触するという指摘がなされている。
これに対しては，そもそも公開草案及び改訂
ISA570 における記載事項の冒頭部分に経営
者と監査人の責任分担に関する内容が盛り込
まれているから当該批判はあたらないとも解
される。しかし，この内容がどこまで利用者
に理解されるかについて疑問であり，この指
摘について改訂 ISA570 が公開草案からの変
更がなされていないことには問題がある。
　そして，経営者による継続企業の前提に関
する開示責任は会計基準の問題であり，監査
基準のみで二重責任の問題に対応するのには
限界がある問題である。この点，我が国の会
計基準には，例えば国際会計基準第 1 号「財
務諸表の表示」第 25 項のような経営者が継
続企業としての能力を評価し，特定の場合を
除いて継続企業の前提に基づいて財務諸表を
作成する責任に関する明文規定が存在しない
ため，経営者が継続企業を前提として財務諸
表を作成することが適切か否かを評価する根
拠となる会計基準が不明確であり，かつ継続
企業を前提とした会計処理の使用が適切な場
合における開示も要求されていないことか
ら，経営者による財務報告を超えて監査報告
で情報提供することに二重責任等の問題が生
ずるおそれがある。また，我が国における監
査基準委員会報告書 700「財務諸表に対する
意 見 の 形 成 と 監 査 報 告 」（ 以 下， 監 基 報
700）第 31 項では，「財務諸表に対する経営
者の責任」区分において，「財務報告の枠組
みに基づいて継続企業に関する事項を開示す
る必要がある場合」に当該事項を記載する旨
が規定されており，継続企業を前提とした会
計処理の使用が適切な場合において経営者側
の開示責任がない場合には，一見すると経営
者による継続企業に関する評価そのものが責
任の範囲外とも読み取れる問題が生ずる 20）。
　そのため，我が国においても，まずは経営
者に継続企業を前提として財務諸表を作成す
ることが適切であると結論付けた旨を開示さ

せることが必要となるとも考えられる。確か
に継続企業の前提は，会計公準の一つである
ため，前提条件をわざわざ会計基準として明
文規定する必要はないという考え方も成り立
つが 21），この前提は普遍的な事実ではなく
企業会計において期間計算を行う上での基礎
的な仮定であるため，経営者によって常に検
討されて開示されるべきものとも考えられ
る 22）。
　これに関連して，2024 年 6 月に企業会計
基準委員会（ASBJ）から「継続企業及び後
発事象に関する調査研究」（以下，GC 調査
研究）が公表され，そこでは日本公認会計士
協会から公表されている監査委員会報告第
74 号「継続企業の前提に関する開示につい
て」（以下，監査委員会報告 74 号）及び監
基報 570，監査基準のうち会計に関する内容
を新たに開発する開発基準の内容として移管
することが可能であるとされている（GC 調
査研究第 30 項，同 61 項）。また，GC 調査
研究を受けて財務会計基準機構（FASF）に
おける第 51 回企業会計基準諮問会議では，
審議の結果，継続企業に関する会計基準につ
いて ASBJ に新規テーマとして提言するこ
ととされた 23）。
　第 2 に，上場企業において継続企業を前提
として財務諸表を作成することが適切である
が危機一髪の状況である場合における監査報
告にも二重責任の原則に抵触するおそれがあ
る。危機一髪の状況においては，現行の監基
報 570 においても上場企業か非上場企業か
に関わらず，監査人は適用される財務報告の
枠組みにおける要求事項に基づいて適切な注
記がなされているか等の評価を行う必要があ
る（監基報 570 第 19 項）。

【監基報 570 第 19 項】

　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況が識別されている
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が，入手した監査証拠に基づき，監査人が
重要な不確実性が認められないと結論付け
ている場合，監査人は，適用される財務報
告の枠組みにより要求される事項に基づ
き，財務諸表において当該事象及び状況に
ついて適切な注記がなされているかどうか
を評価しなければならない。また，開示に
関する規則等によって，継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況について財務諸表以外の箇所において開
示することが求められている場合，監査人
は監査基準報告書 720「その他の記載内容
に関連する監査人の責任」に従って，当該
記載内容を通読しなければならない。

　これに対して，改訂 ISA570 の要求事項に
よると，上場企業については適用される財務
報告の枠組みにより注記が要求されているか
否かに関わらず，監査報告書において継続企
業の前提に関する経営者の評価をどのように
検討したかについて説明することが要求され
るため，まず経営者によって継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況が存在する旨及び対応策等について注記又
は有価証券報告書における「事業等のリス
ク」において開示（企業内容等の開示に関す
る内閣府令様式・第二号様式（31）b）され
ていなければ二重責任の問題が生じる。
　第 3 に，継続企業を前提として財務諸表を
作成することが適切であるが，重要な不確実
性が認められる場合における監査報告におい
ては，経営者が作成した財務諸表への参照を
求める記載が公開草案においては 2 番目の記
載事項であったものが改訂 ISA570 において
は 1 番目の記載事項に変更され，経営者の評
価に対する監査人の評価に関する記載が公開
草案においては 4 番目の記載事項であったも
のが改訂 ISA570 においては 2 番目の記載事
項に変更されたことによって，経営者と監査
人の責任分担がより明らかになるような対応

が図られている。

2．�KAM での対応とすべきとする批判に
関する問題

　まず，公開草案に対しては，上場企業にお
いて危機一髪の状況である場合の監査報告で
の開示は，KAM での開示で対応可能である
という指摘がなされていた。そこで，改訂
ISA570 では「継続企業」セクションにおけ
る継続企業としての企業の存続能力に関する
重要な不確実性は存在しないという経営陣の
重要な判断に関する記載を，KAM において
重ねて記載することが文例に追加されてい
る。これは，「継続企業」セクションにおけ
る記載と KAM における記載との関係を明ら
かにするだけでなく，後述する継続企業に関
する重要な不確実性が認められる場合におけ
る KAM への記載との平仄を合わせる趣旨の
ものと解される。但し，これらだけでなく，
公開草案へのコメントでの批判を受けて，危
機一髪の状況を KAM だけに記載することは
利用者への注意喚起として不十分であること
も示唆しているとも解される。
　このような改訂に関連して，我が国におけ
る監査基準報告書 701 号「独立監査人の監
査報告書における監査上の主要な検討事項の
報告」（以下，監基報 701）A41 項において，
継続企業の前提に関する重要な不確実性がな
いと結論付けた場合でも，結論に至るまでに
検討した事項を監査上の主要な検討事項とし
て決定することがある旨が規定されてい
る 24）。また，実務上も「事業等のリスク」
に記載された危機一髪の状況について KAM
に記載されるケースもある 25）。そのため，
危機一髪の状況は現行制度上 KAM の記載事
項となっており，新たに「継続企業の前提」
の区分及び KAM において記載するという改
訂自体はさほど実務上の負担増とはならない
ように思われる。
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【監基報 701�A41 項（一部）】

　監査人は，監査基準報告書570に従って，
継続企業の前提に関する重要な不確実性が
ないと結論付けた場合でも，結論に至るま
でに検討した事項を監査上の主要な検討事
項として決定することがある。そのような
状況においては，監査報告書における監査
上の主要な検討事項の記載において，重要
な営業損失，利用可能な借入枠，負債の借
換え又は財務制限条項への抵触の可能性，
及びこれらを軽減する要因など，財務諸表
又はその他の記載内容に開示された特定の
事象又は状況に言及することがある。

　但し，二重責任との関係において監査人に
過大な負荷となるおそれがあることには注意
しなければならない。すなわち，経営者が危
機一髪の状況を開示せず，かつその開示を義
務づける会計基準が存在しない場合に，監査
人が「継続企業の前提」の区分及び KAM に
おいて危機一髪の状況を記載することは，監
査人が企業に関する未公表の情報を含む追加
的な情報を記載することが必要なケースとし
て守秘義務が解除される正当な理由と解釈さ
れる余地がある（監基報 701 A36 項，同
A55 項）。この場合，経営者側に危機一髪の
状況に関する制度上の開示責任がないにもか
かわらず，監査人側が制度上の開示責任を負
担することになる。GC 監査は，情報の解釈
を巡って様々な混乱が生じうるため，監査人
が本来開けてはならない「パンドラの箱」で
あるという評価も見られる 26）が，危機一髪
の状況に関する会計基準を欠いたまま改訂
ISA570 に準拠することは，監査人にとって
正に「パンドラの箱」を開けてしまうことに
なりかねない危険が伴うことになる。

3．新たな期待ギャップとなるリスクの問題
　継続企業に関する重要な不確実性も危機一

髪の状況も存在しない場合，継続企業に関す
る危機一髪の状況である場合，継続企業に関
する重要な不確実性が認められる場合のいず
れにおいても，公開草案の内容がある種の安
全宣言と誤解されることによる新たな期待
ギャップが生ずるおそれがあるというコメン
トの指摘があった。これに対して，改訂
ISA570 では，監査人の責任範囲及び GC 監
査報告が企業の継続能力を保証するものでは
ないことの記載が追加され，利用者への注意
喚起がなされている。
　これによって，新たな期待ギャップが生ず
るリスクの低減が図られているが，継続企業
に関する重要な不確実性も危機一髪の状況も
存在しない場合においては問題が残る。その
理由は，経営者の継続企業の前提に関する会
計処理の適用が適切であると監査人が判断し
ながら，同時に企業が継続企業として継続す
る能力を監査人が保証するものではないとい
うことの意味が必ずしも利用者にとって理解
されるとは限らず，ここに混乱や新たな期待
ギャップを生ずるおそれがあるからである27）。
　そして，このことは改訂 ISA570 を監基報
570 の改訂にそのまま反映する場合にも生ず
る問題でもある。そこで，監基報 570 に改
訂 ISA570 の趣旨を反映させる際には，新た
な期待ギャップを極力生じさせないような表
現方法を採用しつつ，要求事項について改訂
ISA570 と同等水準であることを確保するよ
うな工夫が必要と考えられる

4．�個別的な事項に関する意見表明と誤解
される問題

　まず，継続企業に関する重要な不確実性も
危機一髪の状況も存在しない場合において，
GC 監査報告が監査における個別的な事項に
関する意見表明と誤解されるおそれがある問
題については，改訂 ISA570 において「意見
表明の基礎となる財務諸表全体の監査におい
て」という記載が追加されたことによって GC
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監査報告と監査意見との区別が図られている。
　次に，継続企業に関する重要な不確実性が
認められる場合において同様の誤解が生ずる
おそれについては，前述のケースと同様に，

「財務諸表全体の監査との関連において，ま
た，財務諸表に対する監査人の意見を形成す
る上で」という文言を追加し，さらに後順位
の記載事項に変更することによって当該リス
クの軽減が図られている。
　但し，いずれのケースにおいても「継続企
業」セクションの位置が監査意見セクション
の次に位置することから意見表明と誤解され
るという指摘への対応はなされていない。

5．�ボイラープレート化，監査報告書の長
文化による問題

　GC 監査報告がボイラープレート化すること
によって利用者が注意を払わなくなるという
公開草案への指摘に対しては，改訂 ISA570
では継続企業に関する重要な不確実性も危機
一髪の状況も存在しない場合，継続企業に関
する危機一髪の状況である場合のいずれにも

「継続企業」セクション内において「継続企
業に関する重要な不確実性はない。」という
パターン化された短文のメッセージが追加さ
れた。これによって，同セクション内の記載
内容が長分化されて利用者がその記載内容に
ついて注意を払わなくなるおそれがなるとい
う問題を軽減させることが図られている。
　しかし，監査報告書に常に「継続企業」と
いう見出しの独立したセクションが設けら
れ，さらにその直後にパターン化されたメッ
セージが記載され続けることによって，利用
者が同セクション自体に注意を払わなくなる
という新たな問題が生ずることになる。特
に，危機一髪の状況の有無にかかわらず同様
のパターンで記載されるため，前述した
Robyn Moroney による指摘の通り，利用者
は会社が危機一髪である状況を見逃すおそれ
がある。そのため，監基報 570 においては，

改訂 ISA570 と同等水準であることを確保し
つつ区分の名称を一部修正することも解決策
の一つと考えられる 28）。
　また，上記のいずれの場合においても，公
開草案に対するコメント等への対応の結果，
監査報告書がさらに長分化しており，利用者
がその記載内容の一部または全部について注
意を払わなくなるおそれがあることは問題で
ある。

Ⅳ　結

　以上，ISA570 改訂における GC 監査報告
の透明性強化に関する改訂点を公開草案に対
するコメント等への対応とともに確認し，そ
の問題点や改訂 ISA570 に準拠して監基報
570 が改訂された場合における我が国の GC
監査に与える影響について検討した。
　第 1 に，改訂 ISA570 に準拠して，我が国
においても継続企業に関する重要な不確実性
も危機一髪の状況も存在しない場合，または
継続企業に関する危機一髪の状況である場合
における「継続企業の前提」区分での情報提
供を導入する際には，経営者による開示を超
えて監査人が情報提供するような二重責任の
問題が生じることのないように配慮すべきで
ある。特に，継続企業に関する危機一髪の状
況である場合には，その旨を KAM において
も重ねて情報提供するが，このことが監査人
の守秘義務が解除される正当な理由となっ
て，監査人が最初の情報提供者となることの
拡大に繋がりかねないことには注意すべきで
ある。よって，経営者に継続企業を前提とし
て財務諸表を作成することが適切であると結
論付けた旨，危機一髪の状況が存在する旨を
開示させる会計基準の整備が必要である。
　この点に関連して，財務会計基準機構

（FASF）第 35 回基準諮問会議において日本
公認会計士協会から，「KAM の導入ととも
に日本の監査基準に基づく監査報告書が英訳
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されて海外の投資家が利用する機会が増える
ことが想定される。その際に，国際監査基準
に基づく監査報告書と比較して会計や監査の
基本的な考え方の記載が欠落していることの
理由付けは困難と考える。特に IFRS 又は
US GAAP に基づく財務諸表の場合，どのよ
うな場合に継続企業の前提に基づくことが適
切かについて会計基準上の明文規定があるに
もかかわらず，日本の監査基準に基づく監査
報告書で記載しないことの説明は困難であ
る。」29）として従前から監査実務において不
都合が生じている問題が提起されており，
ASBJ によって可及的速やかに経営者側の継
続企業の前提に関する開示を義務づける会計
基準が開発されることが必要である。
　第 2 に，我が国の監基報 570 を改訂する
際には，改訂 ISA570 との同質性・同水準を
確保しつつ，GC 監査報告がある種の安全宣
言と誤解されることによる新たな期待ギャッ
プが生ずるおそれがある問題に配慮する必要
がある。特に，継続企業に関する重要な不確
実性も危機一髪の状況も存在しない場合にお
ける，前段の「監査人は財務諸表の作成にお
いて経営者が継続企業を前提として会計処理
を行ったことは適切であると判断した」（the 
auditor concluded that management’s use of 
the going concern basis of accounting in the 
preparation of the financial statements is 
appropriate）という表現は，後段の監査人
が企業が継続企業として存続できることを保
証するものではない旨の記載との関係が分か
りにくく，利用者が前段だけを読んで誤解
し，結果として新たな期待ギャップが生ずる
おそれがある。また，上記の前段の記載は，
継続企業に関する危機一髪の状況にある場合
にもなされる表現であり，利用者は当該表現
に慣れてしまい注意を払わなくなるというボ
イラープレート化によるリスクもある。その
ため，新たな期待ギャップやボイラープレー
ト化のリスクを極力抑えるような表現方法を

採用しつつ，改訂 ISA570 と同等水準の要求
事項であることを確保するような工夫が必要
と考えられる。例えば，上記の前段の記載に
ついて，継続企業に関する重要な不確実性も
危機一髪の状況も存在しない場合には「経営
者による財務諸表の作成において継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況は識別されなかった」，危機一髪の状
況である場合には「経営者による財務諸表の
作成において継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況が識別された
が重要な不確実性は識別されていない」とい
う記載内容に変更する方法も解決策になると
考えられる。
　第 3 に，継続企業の前提に関する情報は，

（1）重要な不確実性も危機一髪も存在しない
場合，（2）危機一髪の状況，（3）重要な不確
実性が認められる場合の 3 段階に分けられ
る。これに対して改訂 ISA570 に準拠した場
合，監査報告書における記載区分は「継続企
業の前提」区分と「継続企業の前提に関する
重要な不確実性」区分の 2 段階であり，利用
者にとってそれぞれの段階に記載される内容
の違いを明確に区別して認識することができ
るかが問題として残る。また，継続企業に関
する危機一髪の状況においても，継続企業に
関する重要な不確実性も危機一髪の状況も存
在しない場合と同じく「継続企業の前提」と
いう名称の区分とすると利用者が注意しなく
なるというボイラープレート化の問題が生ず
るおそれがある。そのため，例えば，継続企
業に関する重要な不確実性も危機一髪の状況
も存在しない場合には「継続企業の前提」と
いう区分，継続企業に関する危機一髪の状況
においては「継続企業に関する重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況」という区分
の名称にするなど，改訂 ISA570 と同等水準
またはそれ以上の監査報告の透明性を確保し
つつ，利用者への注意喚起として効果的な記
載方法を検討すべきである 30）。
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　第 4 に，今回の ISA570 改訂において，継
続企業に何する危機一髪の状況を監査報告書
において情報提供する取扱いを上場企業以外
の企業に関する財務諸表監査にまで拡大する
ことは見送られた。しかし，上場企業以外の
企業は資金が十分に確保されていない場合が
少なくない。そのため，危機一髪の状況から
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる状況，さらには継続企業の前提が不
成立の状況まで比較的短期間のうちに移行す
るおそれがあるから，経営者が危機一髪の状
況に関する開示を行わないで，監査人が継続
企業を前提として財務諸表を作成することが
適切であると結論付けた旨の情報提供を行っ

た場合には大きな期待ギャップとなるおそれ
がある。そのため，非上場企業において危機
一髪の状況である場合においても，経営者に
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況が存在する旨の開示及び監
査報告書における情報提供を行うことが必要
と考えられる。
　最後に，GC 監査報告透明性強化を狙いと
した ISA570 改訂によって監査報告書全体が
さらに長文化することになり，我が国におけ
る監査報告書もいずれ長文化することとな
る。これが利用者にとってメリットが大きい
ものか否か，思わぬデメリットが生ずるか否
かについて検証することが今後の課題である。

（注）
1） IAASB ウェブサイト Latest On Our Projects 

Going Concern
 https://www.iaasb.org/iaasb-consultations/latest 

-our-projects（最終アクセス 2025 年 4 月 6 日）
 本稿の校正段階において，次の通り改訂 ISA570

が公表されている。
 IAASB ウェブサイト ISA 570（Revised 2024），

Going Concern
 https://www.iaasb.org/publications/isa-570- 

revised-2024-going-concern（最終アクセス 2025
年 5 月 11 日）

2） 各国（又は地域）別の団体又は個人は，具体的
には，日本は日本公認会計士協会，吉井一洋（元
IAASB 諮問助言グループ（CAG）メンバー），
米国は，米国公認会計士協会（AICPA），カリフォ
ルニア公認会計士協会，米国監査品質センター

（CAQ），全米州政府会計委員会（NASBA），
Crowe LLP，Cohn Reznick LLP，英国は，イ
ングランド及びウェールズ勅許会計士協会

（ICAEW），スコットランド勅許会計士協会
（ICAS），英国財務報告評議会（FRC），英国国
家監査局（NAO），フランスは，フランス会計監
査役全国協会（CNCC）及び公認会計士全国評議

会（CNOEC），ドイツはドイツ経済監査士協会
（IDW），オーストラリアは，CPAオーストラリア，
英国勅許公認会計士協会（ACCA）及びオースト
ラリア・ニ ュージーランド 勅 許 会 計 士 協 会

（CAANZ），オーストラリア監査保証基準委員会
（AUASB），オーストラリア・ニュージーランド
会計財務協会（AFAANZ），Robyn Moroney（ロ
イヤルメルボルン工科大学），Nexia Australia 
Pty Ltd，ニュージーランドは，ニュージーラン
ド外部報告委員会（XRB），ニュージーランド会
計検査院，中国は，香港公認会計士協会である。
また，本稿における国（又は地域）については，
我が国の会計・監査制度にも影響を与えるよう
な国（又は地域）と考えられること及び筆者が
最新の会計・監査制度を調査することが可能な
範囲であることを条件に選定している。

3） 甲斐・吉村（2022c）57 頁
4） 甲斐・吉村（2022d）51 頁。なお，甲斐・吉村

（2022c）57 頁によると，PIOB オブザーバーは，
期待ギャップの縮小のために二重責任の原則を
再考する必要があるかも知れないことをコメン
トしている。

5） IAASB (2024a) Agenda Item3 Going Concern – 
Feedback and Issues pp.45-46
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6） 英国監査基準 ISA（UK）が改訂された経緯や
ISA570 改 訂 に 与 え る 影 響 に つ い て は 那 須

（2023）に詳しい。
7） IAASB (2023) Submitted Comment Letters
8） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 44. 

AUASB pp.8-9
9） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 75. 

Cal CPA p.4
10） AFAANZ ウェブサイト
 https://www.afaanz.org/（最終アクセス 2025 年

4 月 6 日）
11） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 78. 

AFAANZ p.11
12） IAASB (2024a) Agenda Item3 Going Concern – 

Feedback and Issues pp.55-64
13） IAASB (2023) Submitted Comment Letters
14） 甲斐・吉村（2022d）51 頁によると，2022 年 6

月の IAASB ボード会議においては，日本公認会
計士協会からは，上場企業については従来の
KAM としての対応で十分であり改訂は不要との
意見が発せられていた。

15） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 71. 
Cohn Reznick LLP p.6

16） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 12. 
Financial Reporting Council pp.7-8，同 Submit-
ted Comment Letters 13. CNCC-CNOEC p.6，
同 Submitted Comment Letters 59. Kazuhiro 
Yshii pp.1-2

17） IAASB (2023) Submitted Comment Letters 12. 
Financial Reporting Council p.12

18） Ting-Chiao Huang et al. (2022) pp.1-7
19） Ting-Chiao Huang et al. (2022) pp.2-11
20） 監基報 700 に相当する国際監査基準 700（改訂）

「財務諸表に対する意見の形成と監査報告」（以
下，ISA700）第 33 項では，「財務諸表に対する
経営者の責任」のセクションにおける説明には，
継続企業の前提に関する会計基準の使用が適切
である場合の説明を含めなければならない旨が
規定されている。

21） 秋葉（2019）p.15 では，IASB 概念フレームワー
クにおいて継続企業についての記載があるのに
対して，ASBJ 討議資料にはこのような記載が
ないが，日本公認会計士協会による監査・保証
実務委員会報告第 74 号「継続企業の前提に関す
る開示について」における一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準は継続企業の前提を基
礎としていると解されるとする考え方を示しな
がら，継続企業の前提は直接的に明示されなく
ても当然の不文律であるとしている。

22） 村上・弥永（2024）では，改訂 ISA570 の要求
事項に対応するために継続企業の前提に基づい
て財務諸表を作成している旨の注記を要求する
ほか，継続企業の前提が成立していない場合を
限定的かつ明確に定める等会計基準の整備が必
要としている。

23） 財務会計基準機構（2024）議事要旨（1）
24） 国際監査基準 701「独立監査人の監査報告書にお

ける監査上の主要な事項のコミュニケーション」
A41 項も同様の規定である。

25） 例えば，株式会社 THE グローバル社第 11 期
（2021 年 6 月期）決算における監査報告書など。

26） 亀岡他（2024）p.328
27） これに関連して，林（2024）では，財務諸表に

重要な不確実性が開示されず無限定適正意見が
表明された場合には，監査人が注記開示すべき
重要な不確実性は存在しないことを意味するの
だから，被監査会社の継続能力が監査人によっ
て保証されたと利用者が誤解する知識ギャップ
が生じる恐れがあることが指摘され，監査人の
責任（役割）をより一層適切に伝達する工夫が
必要であることが主張されている。

28） しかし，この場合においても経営者側に危機一
髪の状況に関する開示義務がなければ二重責任
の問題が生ずるおそれがある。

29） 財務会計基準機構（2019）資料（1）-2
30） このほか，各区分の名称に 3 段階のレベル別の

番号を付す方法も考えられる。
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（Abstract）
International Standard on Auditing (ISA) 570 “Going Concern”, which was approved for 

revision in December 2024, is intended to enhance the transparency of audit reporting on going 
concern audits. The revised proposal is intended to enhance the transparency of the going con-
cern audit report by requiring that information be provided in the auditor’s report even in 
cases where there is no material uncertainty or where events or conditions have been identified 
that may cast significant doubt on the entity’s ability to continue as a going concern, but the 
auditor concludes that there is no material uncertainty (i.e., a “close call” situations). However, 
this revision has the risk of creating a perception that the responsibility for disclosure regard-
ing the going concern assumption is greater for auditors than for management, a new 
expectation gap, and the problem of boiler plate. Therefore, if this revision is to be introduced 
to Japan, first, it is necessary to develop accounting standards that require management to dis-
close that it has concluded that it is appropriate to prepare financial statements on the going 
concern assumption and that a critical situation exists. Second, it is desirable to change the 
descriptions and the names of the categories to mitigate the risk of new expectation gaps and 
boilerplate accounting, while ensuring the same level of transparency as in ISA 570. Further-
more, as an effect of the revision of ISA 570, the audit report will become longer, but it is 
necessary to examine the advantages and disadvantages for users due to this change.
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